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1 はじめに

独立行政法人防災科学技術研究所地震防災フロン

ティア研究センター川崎ラボラトリーは，平成１６

年度から文部科学省の重点課題解決型研究プロジェ

クトの研究プロジェクト「危機管理対応情報共有技

術による減災対策」の研究項目「災害情報共有プラッ

トフォームの開発」を行っている．「災害情報共有プ

ラットフォームの開発」では，自治体の災害対策本

部で利用されることを想定し，災害対応の場に関与

する機関間の情報共有方法と，公開実行形式 (時空

間データベース)を用いた情報共有方法の研究開発

を行っている．研究開発されたシステムを「減災情

報共有プラットフォーム (自治体減災情報共有シス

テム)」と呼ぶ．また，自治体が災害時に行っている

従来型の情報共有に着目し，無理なシステム変更が

いらない情報システムの研究開発も行っている．

近年，各地で大規模な地震や水害による被害が増

えている．しかし，各自治体にとっては被害に遭う頻

度は低く，人間の一生の中で被災する確立は低いと

されている．そのため，防災対策においては十分で

ないのが実情であるが，インターネットの普及によっ

て情報交換も容易になったことから，防災情報シス

テムの研究開発が盛んに行われている．多くの自治

体には防災情報システムが導入されたが，ひとたび

災害が発生すると，平常時とは異なるシステムの扱

いと作業の違いによって十分に活用されないケース

が報告されている．実際，災害時ににおける各自治

体から中央官庁や県本部への被災状況に関する連絡

は主に FAX が用いられている．FAX は迅速な災害

情報の伝達手段としては利便性に優れた手段である

が，情報量が多くなると受信した紙の山になってし

まう．また，被災現場の災害対策の初動時には，被

災時の停電や電話の不通等のために情報収集の大半

は口頭・無線・電話・FAXやメモによって行われて

いる．これら手段によって集められた情報は，多く

の場合，いったん紙文書にうつされ利用されている．

被災情報は，地域ごとに災害の事象を整理し管理

しなければ的確に災害情報を把握し分析・検索を行

うことは困難になる．そこで減災情報共有プラット

フォームは，災害時（発災～3日後程度）において，

災害対策を実施する関係機関が定められたプロトコ

ル等を用いて情報収集・加工・管理することができ，

簡素な方法・操作で相互に情報共有するための ITを

基盤とする仕組みをである．災害時という劣悪な IT

環境を考慮し，クライアント／サーバ・システムや

WEBシステム等の一極集中的な環境ではなく，様々

なシステム群が自律分散的な環境で接続する事で情

報共有を可能とする．

そこで本研究は，従来型の情報共有である紙文書

の被災情報をデジタルデータとして取り込む手法と，

ネットワークを使い定められたプロトコル等を用い

て情報収集し管理する仕組みと，時空間GIS上に被

災情報を分類・管理・整理し，検索する仕組みを検

討し，そのシステムの開発を行った．

2 従来型の情報共有方式への対応

災害対応の場には，被災地の自治体・都道府県・

国・消防・警察・自衛隊等の機関が参画する．各機

関はその目的・分掌・責任を果たすために必要な情

報を収集・管理し，上位機関に報告し，協定先と情

報交換する．本研究では，行政の災害時の活動を学

ぶべく愛知県豊橋市の「災害時活動マニュアル」と

「災害対策実施要領」[1] をもとに情報や物の流れの

関連を整理した．その結果，災害情報の伝達手段に

は，主に電話 (FAXを含む)・防災無線・職員による

被災現場調査報告が用いられていることがわかった．

電話や無線の報告内容はその都度紙文書として書き

起こされる．このように，情報共有の基本は文書で

あり，根拠が残り手軽に迅速に送受信・閲覧できる

特徴がある．

そこで本システムは，空間情報の時間管理・情報の

相互参照と共有化等を考慮したリスク対応型地域空

間情報システム（RARMIS）の概念に基づいて開発

された地理情報システム DiMSIS[2]をベースに従来

型の紙文書 (アナログ情報)の情報共有手法を導入し
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た [3]．ひとたび災害が発生すると災害対策本部の職

員は，情報収集や現場対応等で時間を割かれ，情報

端末 (PC)に災害情報を入力する作業に十分な時間を

持つことができていない．そこで本システムは，少な

い人数で災害情報を入力し分析するインターフェー

スを提案する．

• (キーワード)入力部：

紙文書に記載された基本情報の入力

• 分析部：
紙文書の情報をもとに，災害情報画面のGISへ

詳細情報の入力

• 判断部：
災害情報画面による判断の支援

災害対策本部には，あらゆる情報が集まるために情

報の取りまとめ専門官を置くケースがある．そこで本

システムでは，集まってくる紙文書から基本情報 (発

信元情報や時間情報等)をシステムに入力する専門の

インターフェースを用意した．このインターフェース

には，FAXから直接取り込む方法の他にスキャナー

を用いた方法と情報項目の直接入力を用意した．ま

た，基本情報を除く詳細情報 (被災現場の位置情報

等)を担当者が判断しシステムへ入力するインター

フェースを用意した．さらに，時々刻々と変化する

災害情報画面のみを提供し，被災地への応援・支援

を判断する助けになるインターフェースの 3つを用

意した (図 1,図 2の 1)．

図 1:提案システムによる災害情報の伝達と表示

．

3 ネットワーク経由による情報共有
災害情報の情報共有は、先に述べた”紙文書

情報の入力”のほかに”情報の同期”と”減災情

報共有プロトコル (Mitigation Information Sharing

Plotocol=MISP)[4]経由による方法”が用意される．

情報の同期では，入力部で入力された情報は即座に

分析部・判断部に対して同期をとり反映する (図 2

の 2)．本システムは，3つのインターフェースを基

本構成とするが，作業環境にあわせて PC1台 (1台

で 3つのインターフェースを操作)の構成から，各

インターフェースを複数かつネットワーク上で遠距

離（本部・建設部・下水道部等）にあっても操作可

能である．一方，減災情報共有プロトコルを用いる

と，インターネット上の地理的に離れた近隣自治体

等と XML 形式のデータで情報共有することが可能

となる (図 2の 3)．

図 2:災害情報の情報共有方法

4 おわりに
本稿は，災害対応の場に関与する機関間の情報共

有方法として，従来型の情報共有である紙文書の被

災情報をデジタルデータとして取り込む手法と，ネッ

トワークを使い定められたプロトコル等を用いて情

報収集し管理する仕組みを構築した．今後の課題と

しては、情報提示方法の検討・改良をする必要がある．
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